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１．総則 

 
山形県県土整備部所管事業の設計業務費等の積算については、下記の積算基準書の記載内容を別添のとおり読替え

適用する。 

 

○ 設計業務等標準積算基準書 設計業務等標準積算基準書（参考資料） 令和７年度版 
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２．設計業務等標準積算基準書 

○ 第１編 測量業務 第１章 測量業務積算基準 第１節 測量業務積算基準 １－３－２ １． （1） ③

（1-1-2） 

○ 第１編 測量業務 第２章 測量業務標準歩掛 第８節 空中写真測量 ８－１－５ 撮影費の算定

（1-2-58） 

○ 第１編 測量業務 第２章 測量業務標準歩掛 第１０節 航空レーザ測量 １０－１－５ 計測費の算定

（1-2-76） 

○ 第２編 地質調査業務 第１章 地質調査積算基準 第１節 地質調査積算基準 １－２－１ 地質調査業務費の構成

（2-1-1） 

機械経費は，業務に使用する機会に要する費用である。その算定は，「請負工事機械経費積算要領」に基

づいて積算するものを除き，別途定める土木関係設計単価による。 

本撮影，GNSS/IMU装置初期化時間，コース進入及び補備撮影に要する時間（以下を「純撮影運航時間」と

する）に応ずるデジタル航空カメラ損料等であり，次式により算定する。 

撮影費＝（純撮影運行時間）×（１時間当たり撮影費）・・・・・・・・・・・・・・⑫ 

 ＝（③＋④＋⑤）×1.3×（１時間当たり航空レーザ測量システム損料等）※ 

※土木関係設計単価等を参照。

本撮影，GNSS/IMU装置初期化時間，コース進入及び補備計測に要する時間（以下を「純計測運航時間」と

する）に応ずる航空レーザ測量システム損料等であり，次式により算定する。 

計測費＝（純計測運行時間）×（１時間当たり計測費）・・・・・・・・・・・・・・⑫ 

＝（③＋④＋⑤）×1.3×（１時間当たりデジタル航空カメラ損料等）※ 

※土木関係設計単価等を参照。

直接人件費

旅費交通費
施工管理費

地
質
調
査
業
務
費

対

象

額

電子成果品作成費
特許使用料
水道光熱電力料
地盤情報データベース
に登録するための検定料

消費税相当額

間接調査費

純
調
査
費一

般
調
査
業
務
費

直接調査費

運搬費

一般管理費等

業務管理費
諸経費

調
査
業
務
価
格

解析等調査業務費

直接経費
機械経費

材料費

その他
営繕費

借地料
安全費
仮設費
準備費

2



       

○ 第２編 地質調査業務 第１章 地質調査積算基準 第２節 機械ボーリング（土質ボーリング・岩盤ボーリング） 

２－４ 現場内小運搬 ２－４－５ 市場単価の設定 ２ 

 

（2-2-13） 

 
 

○ 第２編 地質調査業務 第２章 地質調査標準歩掛等 第２節 機械ボーリング（土質ボーリング・岩盤ボーリング） 

２－７ 解析等調査業務 ２－７－３ 単価の適用 １．単価が適用できる範囲 

 

（2-2-19） 

 

○ 第２編 地質調査業務 第２章 地質調査標準歩掛等 第２節 機械ボーリング（土質ボーリング・岩盤ボーリング） 

２－８ その他 ２－８－１ 電子成果品作成費 

 

（2-2-21） 

 

  

表２．４．３ 現場内小運搬における架設・撤去の規格区分 

種  別  ・  規  格 単位 

モノレール運搬 

５０ｍ以下 総設置距離 箇所 

５０ｍ超１００ｍ以下 〃 〃 

１００ｍ超２００ｍ以下 〃 〃 

２００ｍ超３００ｍ以下 〃 〃 

３００ｍ超５００ｍ以下 〃 〃 

５００ｍ超１０００ｍ以下 〃 〃 

 

１．解体等調査業務のうち，既存資料の収集・現地調査，資料整理とりまとめ，断面図等の作成，総合解

析とりまとめ、打合せとする。 

２．単価は，特別調査等により計上する。 

３．直接人件費の内，解析等調査業務として計上する部分は，「土木設計業務等標準積算基準」における

その作業項の対象とし，それ以外の部分は直接調査費に計上する。 

４．直接人件費の内，解析等調査業務として計上する部分は，「山形県電子納品取扱要領」に基づいて作

成する場合に適用でき，費用についても含む。 

５．ダム，トンネル，地すべり，砂防等の大規模な業務や技術的に高度な業務には適用しない。 

電子成果品作成費は次の計算式による。 

電子成果品作成費（千円）＝４．７ｘ0.38 

ｘ：直接調査費（千円）（電子成果品作成費、地盤情報データベースに登録するための検定料を除く） 

＜以下、基準書に同じ＞ 
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○ 第３編 土木設計業務 第１章 土木設計業務等積算基準 第１節 土木設計業務等積算基準 １－４ 設計変更の積算 

 

（3-1-3） 

 

○ 第３編 土木設計業務 第２章 土木設計業務等標準歩掛 第１節 共通 １－３ 公開成果品作成 

 

（3-2-1） 

 

  

業務委託の変更は，次式により算定する。 

 

変更業務価格  =  変更積算業務価格 ×  
 当初の請負額 

当初の積算額
 

 

変更業務委託料 =   変更業務価格  ×  （１＋消費税率）  

 

（注）１．変更積算業務価格は、当初設計と同一方法により積算する。 

２．当初の請負額、当初の積算額は、消費税相当額を含んだ額とする。 

３．設計変更における単価については以下の場合において新単価（変更指示時点単価）により

積算するものとする。 

 ・当初業務履行予定だった工区の数量変更があった場合 

 ・当初業務では想定されなかった新規工種が追加された場合 

４．変更業務価格は、千円未満切り捨てとする。 

＜削除＞ 

（落札率を乗じた額） 

（落札率を乗じた額） 
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３．設計業務等標準積算基準書（参考資料） 

 
○ 第１編 総則 第１章 総則（参考資料） 第２節 設計等における数値の扱い ２－１ 設計価格等の扱い 

 

（参 1-1-1） 

 

○ 第１編 総則 第１章 総則（参考資料） 第２節 設計等における数値の扱い ２－２ 端数処理等の方法 

（３）物価資料を用いる単価 

 

（参 1-1-1） 

 

○ 第１編 総則 第１章 総則（参考資料） 第２節 設計等における数値の扱い ２－２ 端数処理等の方法 （１０）業務価格 

 

（参 1-1-2） 

 

 

○ 第１編 総則 第２章 積算基準（参考資料） 第１節 積算基準 １－９ 設計変更の積算方法 

 

（参 1-2-11） 

 

○ 第１編 総則 第２章 積算基準（参考資料） 第１節 積算基準  

（参1-2-12）から（参1-2-17）としてP.6～11を追加するものとする。 

 

 

設計に使用する価格は，原則として，施行伺い時における市場価格とし，消費税抜きで積算するものとす

る。交通運賃等の内税で表示されている価格については，次式により求めた価格とする。 

（設計に使用する価格）＝（内税価格）÷（１＋消費税率） 

なお，算出された価格に端数が生じる場合は，１円単位（１円未満切捨て）とする。 

設計価格は，標準歩掛による単価，市場単価，特別調査による単価，見積もり等をもとに，実勢の価格を

反映するものとする。 

＜削除＞ 

業務価格は，10,000 円単位とする。10,000 円単位での調整は諸経費又は一般管理費等で行う。なお，複数

の諸経費又は一般管理費等を用いる場合であっても，各々の諸経費又は一般管理費等で端数調整（10,000 円

単位で切捨て）するものとする。 

設計変更における業務費（業務委託料）の変更は，次式により算定する。 

 

変更業務価格  =  変更積算業務価格 ×  
 当初の請負額 

当初の積算額
 

 

 変更業務費     =   変更業務価格  ×  （１＋消費税率）  

 

（注）１．変更積算業務価格は、当初設計と同一方法により積算する。 

２．当初の請負額、当初の積算額は、消費税相当額を含んだ額とする。 

３．設計変更における単価については以下の場合において新単価（変更指示時点単価）により

積算するものとする。 

 ・当初業務履行予定地から独立した区間の数量変更があった場合 

 ・当初業務では想定されなかった新規工種が追加された場合 

４．変更業務価格は、千円未満切り捨てとする。 

（落札率を乗じた額） 

（落札率を乗じた額） （変更業務委託料） 
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１－１０ 打合せに関する補足事項  
 

（１）「１－４ 打合せ」における「交通の便等により往復旅行時間にかかる直接人件費を含むこと

が適切でない場合」とは，「１－３－３ 旅費交通費の率を用いない積算」を適用し，片道旅行

時間が１時間を超える場合とする。その場合，標準歩掛のほかに，往復旅行時間から片道１時間

（往復２時間）分を除いた時間分の直接人件費を追加して計上するものとする。 
 

（２）上記（１）に基づく設計協議における往復旅行時間にかかる直接人件費の積算（最寄りの本支

店等が所在する市役所等から協議地まで）は，次を標準とする。 
 

１）片道旅行時間が１時間以下の場合（日帰り） 
 

（旅費交通費）＝（往復交通費）×協議回数 

（往復交通費）＝（運賃＋急行料又は特急料）×往復分 
 

２）片道旅行時間が１時間を超え２時間以下の場合（日帰り）  
 

（旅費交通費）＝（往復交通費）×協議回数 

（往復交通費）＝（運賃＋急行料又は特急料）×往復分 

◇往復旅行時間にかかる直接人件費

　（追加分）＝0.25×2－0.25＝0.25日

所要時間0.75日

協議

直接人件費

別途計上

直接人件費

別途計上

標準歩掛

0.5日

旅行時間

0.25日

旅行時間

0.25日

 

３）片道旅行時間が２時間を超え３時間以下の場合（日帰り） 
 

（旅費交通費）＝（往復交通費）×協議回数 

（往復交通費）＝（運賃＋急行料又は特急料）×往復分 

◇往復旅行時間にかかる直接人件費

　（追加分）＝0.375×2－0.25＝0.5日

協議

標準歩掛

0.5日

直接人件費

別途計上

直接人件費

別途計上

所要時間1.0日

旅行時間

0.375日

旅行時間

0.375日

 

 

参1-2-12 
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４）片道旅行時間が３時間を超え４時間以下の場合（宿泊） 
 

（旅費交通費）＝（往復交通費＋日当＋宿泊料）×協議回数 

（往復交通費）＝（運賃＋急行料又は特急料）×往復分 

◇往復旅行時間にかかる直接人件費

　（追加分）＝0.5×2－0.25＝0.75日

所要時間1.25日

直接人件費

別途計上

標準歩掛

0.5日

直接人件費

別途計上

協議

旅行時間

0.5日

旅行時間

0.5日

 

５）片道旅行時間が４時間を超え５時間以下の場合（宿泊） 
 

（旅費交通費）＝（往復交通費＋日当＋宿泊料）×協議回数 

（往復交通費）＝（運賃＋急行料又は特急料）×往復分 

◇往復旅行時間にかかる直接人件費

　（追加分）＝0.625×2－0.25＝1.0日

協議

旅行時間

0.625日

旅行時間

0.625日

所要時間1.5日

直接人件費

別途計上

標準歩掛

0.5日

直接人件費

別途計上

 

 

１－１１ バス運賃の計上に関する留意事項 
 

（１）「１－４ 打合せ」における「交通の便等により往復旅行時間にかかる直接人件費を含むこと

が適切でない場合」とは，「１－３－３ 旅費交通費の率を用いない積算」を適用し，片道旅行

時間が１時間を超える場合とする。その場合，標準歩掛のほかに，往復旅行時間から片道１時間

（往復２時間）分を除いた時間分の直接人件費を追加して計上するものとする。 
 

（２）上記（１）に基づく設計協議における往復旅行時間にかかる直接人件費の積算（最寄りの本支

店等が所在する市役所等から協議地まで）は，次を標準とする。 

 

 

参1-2-13 
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１－１２ 地盤情報データベースに登録するための検定費の取扱いについて 

 

 地盤情報データベースに登録するための検定費（以下「検定費」という。）については、設計

業務等標準積算基準書第２編地質調査業務の第１章第１節１－２－２地質調査業務費構成費目の

内容において、「直接調査費を用いる費用算出の対象額からは除く」とされていることから、当

該検定費の取扱いは次表のとおりとする。 

 

区分 費目 適用 

直接調査費 電子成果品作成費 × 

間接調査費 
旅費交通費（率計上） × 

施工管理費 × 

業務管理費 
諸経費 × 

一般管理費等 

○：対象とする  ×：対象としない 

 

 また、検定費は当該業務に従事する技術者等の資格によって異なるため、その区分は次表のと

おりとする。 

資格区分 
検定費 

（ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ一本当たり） 

①管理技術者又は主任技術者については、次のいずれかの資格

を有している。 

 ・地質調査技士 

 ・技術士（「総合技術監理部門－「業務に該当する選択科

目」」 

 ・技術士（業務に該当する部門） 

 ・RCCM（「地質部門」又は「土質及び基礎部門」） 

 ・博士（理学又は工学） 

 ・土木学会認定土木技術者（地盤・基礎） 

 ・港湾海洋調査士（土質・地質調査） 

 ・施工管理技士（業務に該当する級及び種目） 

かつ 

②ボーリング責任者については、次の資格を有してる。 

 ・地質調査技士 

「土木関係設計単価」 

による。 

上記以外 
「土木関係設計単価」 

による。 

 

 

１－１３ 旅費交通費の率を用いた積算に適用する端数処理 

 

 「１－３－１ 旅費交通費の率を用いた積算（宿泊、滞在を伴わない業務の場合）」及び「１

－３－２ 旅費交通費の率を用いた積算（宿泊、滞在を伴う業務の場合）」を行う場合におい

て、率の対象となる直接人件費（地質調査業務においては直接調査費）は円単位とし、計上する

旅費交通費は１円単位（円未満切捨て）とする。 

 

 

 

参1-2-14 
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１－１４ 情報共有システム利用に係る費用の積算について 

 

（１）測量業務、地質調査業務、土木設計業務等における情報共有システム利用に係る費用（登

録料および利用料）については、それぞれ間接測量費、業務管理費、間接原価に含まれ、金

額は各率計算に含まれる。 

 

（２）用地調査業務における情報共有システム利用に係る費用については、登録料及び利用料を

対象とし、直接経費に積上げ計上する。 

なお、異なる分野の業務と用地調査業務を同時に発注する場合は、用地調査業務に要する

情報共有システム利用に係る費用のみを積み上げ計上すること。 

 

  用地調査等業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）情報共有システム利用に係る費用の算定は、次のとおりとする。 

 

  情報共有システム利用に係る費用（円） ＝ 登録料（円） ＋ 利用料（円） 

    登録料：１業務あたりの額 

    利用料：月額利用料に利用月数を乗じて得た額 

 

２）情報共有システムの利用に係る費用は、業務履行期間の変更に応じて変更するものと

し、利用環境（利用人数、データ容量）に係る費用の変更は行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参1-2-15 

業務費

材料費等
旅費交通費
作業費

直接原価
業務原価

業務価格

その他

直接経費

その他原価

直接人件費

消費税相当額

情報共有システム利用
に係る費用

間接原価
一般管理費等

9



       

１－１５ 冬期歩掛補正について 

１－１５－１ 冬期歩掛補正基準 

 

（１） 冬期屋外作業の歩掛補正は、履行期間が11月1日以降に始まり、当該年度の３月31日ま

でにある業務委託で、かつ、12月1日から3月31日までの期間が全工期の２分の１を超える

測量及び地質調査業務委託について、補正の対象とする。 

 

（２） 歩掛補正は、屋外作業（外業）に従事する作業員を対象に行うものとする。 

 

（３） 歩掛の補正は、「国家公務員の寒冷地手当に関する法律」で規定する寒冷地手当を支給

する地域の４級地に対して期間別に次表の割増を行うものとする。 

 

冬 期 歩掛補正率早見表（％） 

 11月 12月 １月 ２月 ３月 

11月 ０ ０ ２ ２ ２ 

12月  ２ ３ ３ ３ 

１月   ４ ４ ４ 

２月    ３ ２ 

３月     ０ 

なお、寒冷地手当を支給する地域の４級地とは次の地域である。 
 

山形市、米沢市、新庄市、寒河江市、上山市、村山市、長井市、天童市、 

東根市、尾花沢市、南陽市、東村山郡、西村山郡、北村山郡、最上郡、 

東置賜郡、西置賜郡 

 

（４） 設計変更等により工期に伸縮を生じる場合の補正率は、原則として当初設計の補正率

によるものとする。ただし、当初補正率により補正することが不適当な場合について

は、この限りではない。 

 

（５） 歩掛の補正は、直接人件費・賃金に対して補正するものとし、次式により冬期補正直

接人件費・賃金を算出し、積算するものとする。 

冬期補正設計直接人件費・賃金＝基本設計直接人件費・賃金×（１＋冬期補正率） 

(10円末満四捨五入） 
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１－１５－２ 冬期歩掛補正基準の運用 

○屋外作業期間の設定について 

屋外作業期間とは、発注される業務の中で屋外作業に要する期間である。なお、屋外作

業（外業）と屋内作業（内業）が交互に混在している場合は、最初の屋外作業（外業）開

始日から最後の屋外作業（外業）終了日までを外業期間とする。 

よって外業期間は、当初発注前に作業内容及び工程等を十分に把握し経済的な屋外作業

期間を設定しなければならない。 

○労務費の補正について 

労務費の補正は、補正の対象となる外業期間の外業歩掛について補正する。 

○労務費以外の補正について 

旅費交通費、施工管理費係数、機械損料及び工期については補正しない。 

（適 用 例） 

工 期 平成20年11月15日～平成21年2月20日 

屋外作業期間 平成20年11月20日～平成21年1月20日 

62日間（屋外作業期間）

全　工　期

1/20

内業 外業 内業

2/20

12日間

50日間

（冬期屋外作業期間）

内業 外業

(12/1)11/15

11/20

 
（１）労務補正対象の可否判定 

○屋外作業の作業地区が冬期歩掛補正対象地域である。 

○工期が11月1日以降で12月1日から3月31日までの冬期屋外作業日数が全屋外作業日数の

2分の1を超える。 

（冬期屋外作業日数）    50日    １ 

（全屋外作業日数）     62日     ２ 

以上により、補正の対象となる。 

（２）補正率の決定 

○補正率早見表による。 

    屋外作業開始月：11月  屋外作業終了月：１月 

   以上より、補正率は「2％」である。 

（３）労務費の補正 

○測量技師の場合（例） 

    冬期屋外作業人件費（11月～１月）＝24,700円（平成20年度単価）×（1＋0.02） 

                     ＝25,190円（10円未満四捨五入） 
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○ 第６編 その他 

第６編としてP.13～98を追加するものとする。  
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第６編 その他 

第１章 道路台帳作成業務積算基準 

第１節 道路台帳作成業務積算基準 ···································· 参6－1－ 1 

１－１ 適用範囲 ·················································· 参6－1－ 1 

１－２ 道路台帳作成業務費 ········································ 参6－1－ 1 

１－３ 道路台帳作成業務費の積算方法 ······························ 参6－1－ 1 

第２節 道路台帳作成業務標準歩掛 ···································· 参6－1－ 3 

２－１ 業務内容別適用標準歩掛 ···································· 参6－1－ 3 

２－２ 道路台帳作成業務標準歩掛 ·································· 参6－1－ 6 

第２章 橋梁点検業務積算基準 

Ⅰ 適用範囲 ························································ 参6－2－ 1 

Ⅱ 業務委託料······················································· 参6－2－ 1 

１ 業務委託料の構成··············································· 参6－2－ 1 

２ 業務委託料構成費目の内容······································· 参6－2－ 2 

Ⅲ 業務委託料の積算················································· 参6－2－ 3 

Ⅳ 業務内容························································· 参6－2－ 4 

Ⅴ 直接原価························································· 参6－2－ 6 

１ 直接人件費····················································· 参6－2－ 6 

２ 直接経費······················································· 参6－2－10 

３ 補正係数······················································· 参6－2－12 

第３章 橋梁補修設計歩掛 

第１節 一般図作成 ·················································· 参6－3－ 1 

１－１ 既存資料ありの場合 ········································ 参6－3－ 1 

１－２ 既存資料なしの場合 ········································ 参6－3－ 1 

第２節 橋面防水工設計 ·············································· 参6－3－ 2 

第３節 支承補修（防錆）設計 ········································ 参6－3－ 2 

第４節 伸縮装置補修設計 ············································ 参6－3－ 3 

４－１ 伸縮装置非排水化 ·········································· 参6－3－ 3 

４－２ 伸縮装置交換 ·············································· 参6－3－ 3 

第５節 上部工（床版）補修設計 ······································ 参6－3－ 4 

第６節 地覆高欄補修設計 ············································ 参6－3－ 4 

第７節 鋼部材再塗装設計 ············································ 参6－3－ 5 

第８節 下部工補修設計 ·············································· 参6－3－ 6 

第９節 防護柵交換設計 ·············································· 参6－3－ 7 

第10節 （鋼）当て板補強設計 ········································ 参6－3－ 7 

第11節 下部工検査路設計 ············································ 参6－3－ 8 

第12節 排水管（桝）交換設計 ········································ 参6－3－ 8

（参1） 
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第13節 施工計画 ···················································· 参6－3－ 9 

第14節 関係機関協議 ················································ 参6－3－ 9 

 

第４章 流木対策調査業務委託積算基準 

第１節 積算基準 ···················································· 参6－4－ 1 

１－１ 共通仕様書の適用 ·········································· 参6－4－ 1 

１－２ 仕様書に対する特記事項 ···································· 参6－4－ 1 

第２節 標準歩掛 ···················································· 参6－4－ 3 

２－１ 流木対策調査 歩掛 ········································· 参6－4－ 3 

 

第５章 粒径調査業務委託積算基準 

第１節 積算基準 ···················································· 参6－5－ 1 

１－１ 共通仕様書の適用 ·········································· 参6－5－ 1 

１－２ 仕様書に対する特記事項 ···································· 参6－5－ 1 

第２節 標準歩掛 ···················································· 参6－5－ 2 

２－１ 粒径調査 歩掛 ············································· 参6－5－ 2 

 

第６章 道路トンネル定期点検業務委託積算基準（案） 

第１節 積算基準 ···················································· 参6－6－ 1 

１－１ 適用範囲 ·················································· 参6－6－ 1 

１－２ 点検業務委託料の構成 ······································ 参6－6－ 1 

第２節 点検業務標準歩掛 ············································ 参6－6－ 1 

２－１ 資料の収集・整理および点検作業計画の作成 ·················· 参6－6－ 1 

２－２ 点検業務 ·················································· 参6－6－ 2 

２－３ 報告書の作成 ·············································· 参6－6－ 4 

２－４ 業務打合せ ················································ 参6－6－ 4 

第３節 直接経費 ···················································· 参6－6－ 5 

３－１ 旅費、交通費等 ············································ 参6－6－ 5 

３－２ 機械器具費 ················································ 参6－6－ 5 

３－３ 安全費 ···················································· 参6－6－ 5 

３－４ その他の直接費 ············································ 参6－6－ 6 

第４節 その他原価 ·················································· 参6－6－ 6 

第５節 一般管理費等 ················································ 参6－6－ 6 

 

第７章 路面性状調査および三次元点群データ作成業務積算基準 

第１節 積算基準 ···················································· 参6－7－ 1 

１－１ 適用範囲 ·················································· 参6－7－ 1 

１－２ 業務等の費用等 ············································ 参6－7－ 1 

第２節 路面性状調査················································· 参6－7－ 1 

２－１ 計画準備 ·················································· 参6－7－ 1 

２－２ 打合せ ···················································· 参6－7－ 1 

（参2） 
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第１節 積算基準 ···················································· 参6－8－ 1 
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第２節 河川堤防耐震性能照査（１次、２次点検）標準歩掛 ·············· 参6－8－ 1 

２－１ 適用範囲 ·················································· 参6－8－ 1 
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２－８ 打合せ協議 

 着手時、中間時１回、納入時の計３回行うことを標準とするが、業務内容を勘案し増減できるものと

する。 

この歩掛に、往復旅行時間にかかる直接人件費が含まれていることを標準とし、往復旅行に係わる旅

費交通費は別途計上する。 

（１業務当たり） 

  職 種 

区 分 

直 接 人 件 費 備 考 

技師長 主任技師 技師 A 技師 B 技師 C 技術員 

業務着手時 0.50 0.50 0.50 

中間打合せ 0.50 0.50 0.50 １回当たり 

成果品納入時 0.50 0.50 0.50 

参 6-10-4
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第 11 章 公共土木施設災害復旧事業に係る設計及び査定関連業務積算基準 

１ 設計及び査定関連業務 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（以下、負担法という。）に基づいた公共土

木施設災害復旧事業への申請及び実施のための設計書作成に関する業務を行う。

１－１ 適用範囲 

この積算基準は、公共土木施設災害復旧事業（河川・道路災害）における設計業務

に適用する。なお、河川護岸工に準ずる砂防災害についても、本基準を適用するもの

とする。 

ただし、次に揚げるものは適用外とし、別途積算すること。 

（１）被災の程度が大規模等により、本基準に示す分類及び区分に該当しないもの

（２）特殊工法により復旧を行うもの

（３）改良復旧事業により復旧を行うもの

１－２ 業務委託料 

業務委託料の積算方法等は、設計業務等標準積算基準書（山形県県土整備部）によ

るものとする。 

２ 河川及び道路災害設計業務 

２－１ 設計業務委託 

（１）片岸と両岸の２タイプから選定する。なお、道路災害についても、これに準ず

る。 

（２）両岸とは、左右岸、同形式、同条件の護岸(擁壁)を設計する場合に適用する。

（３）積算に係る設計延長は、復旧延長とする（四捨五入し 10ｍ単位）。

（４）簡易構造物（小型排水構造物、帯工、階段工等の附帯施設）の設計、総合単価

を適用する場合の査定設計書作成を含む。 

（５）設計内容に関して協議が生じた場合は、現地等を十分確認のうえ、変更設計等

により適切に対応すること。 

２－２ 標準歩掛 

２－２－１ 護岸（擁壁）等査定設計 

被災施設の測量成果を踏まえた査定申請用の設計業務を行う。

参 6-11-1
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２－２－１－１ 河川災害及び道路災害設計業務（片岸） 

（２００ｍあたり）

 職種 

区分 

直接人件費 

主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ） 技師（Ｃ） 技術員 

基本事項の決定 0.50 1.00 2.50 

施工計画 0.20 0.30 1.00 

数量計算 1.00 1.00 1.00 

合 計 0.70 2.30 4.50 1.00 

２－２－１－２ 河川災害及び道路災害設計業務（両岸） 

（２００ｍあたり）

 職種 

区分 

直接人件費 

主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ） 技師（Ｃ） 技術員 

基本事項の決定 0.50 1.00 1.50 

施工計画 1.00 2.00 1.00 

数量計算 0.50 1.50 3.00 

合 計 1.50 3.50 4.00 3.00 

２－２－２ 工法比較検討 

地域・環境条件等に配慮し、最も妥当な工法を選定する必要がある箇所において、

特殊な安定計算を伴わない比較的簡易的な３工法程度の比較表を作成する。

工法比較検討は、以下に示すような簡易的な３工法程度の比較表作成が必要な場合

に用いて適宜計上すること（簡易的な安定計算を含む）。 

（例：道路災害 … 積みブロック擁壁工、盛土工、切土工、Ｌ型擁壁工等の比較） 

ただし、複雑な安定計算や解析業務などを実施する場合は、別途対応とする。

２－２－２－１ 工法比較検討（片岸） 

（２００ｍあたり）

 職種 

区分 

直接人件費 

主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ） 技師（Ｃ） 技術員 

本体設計 0.30 1.00 1.50 

施工計画 0.20 1.00 1.00 

合 計 0.50 2.00 2.50 

参 6-11-2
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２－２－２－２ 工法比較検討（両岸） 

（２００ｍあたり）

 職種 

区分 

直接人件費 

主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ） 技師（Ｃ） 技術員 

本体設計 0.50 0.50 1.50 

施工計画 0.50 1.00 1.50 

合 計 1.00 1.50 3.00 

２－２－３ 標準歩係の補正 

標準歩係の補正は、設計業務等標準積算基準書にある護岸詳細設計の算出式を使用す

るものとする。

２－３ 打合せ等 

打合せには、打合せ議事録の作成時間及び移動時間（片道１時間程度）、電話・電子

メールによる確認等に要した作業時間を含む。

協議打合せは１契約につき、中間打合せを２回計上することを標準とする。これによ

ることが不適当な場合は、中間打合せ回数を増減する。 

２－３－１ 協議打合せ 

（１業務あたり） 

区分 主任技師 技師（A） 技師（B） 備考 

業務着手時 0.50 0.50 

中間打合せ 0.50 0.50 １回当たり 

成果物納入時 0.50 0.50 

３ 査定関連業務 

 負担法に基づいた事業執行のため、災害発生後速やかに災害査定に対応しなければな

らない。このとき、災害復旧事業の特性上、査定受検にあたっては災害査定独自の資料

作成やその他業務が求められるが、これら一連の作業を査定関連業務と呼ぶものとする。 

３－１ 査定前補助業務委託 

査定前補助業務とは、「水位調書作成、写真資料作成、水中写真撮影、空中写真撮影、

野帳作成、査定箇所調書作成、Ａ･Ｂ表作成、査定杭設置」である。また、水中写真撮

影が発生した場合や、草木の伐採及び査定中の現地補助については歩掛に含まれない

ため、別途計上する。 

参 6-11-3
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３－１－１ 水位調書作成 

 河川災害における異常出水の発生を示すため、水位観測所のない河川については、

河川出水状況表を、水位観測所のある河川は、最高水位及び毎時水位表と水位時間曲

線図を作成する。

（１０河川あたり）

種 別 細 別 単 位 数 量 摘 要 

人件費 技師（Ｂ） 人 0.60 

技師（Ｃ） 人 2.10 

技術員 人 1.10 

諸雑費 % 3.00 人件費計に乗ずる値 

３－１－２ 写真資料作成 

 査定時に目視による確認が困難な箇所や机上査定といった場合に、査定官（立会官）

に被災状況や現地条件を示すための写真（全景、横断、詳細、水位痕跡等）を撮影し、

撮影位置や方向について整理し、取りまとめを行う。

撮影の際、被災箇所を明確にするために草木の伐採を行う場合の費用は含まない。

（５工区あたり）

種 別 細 別 単 位 数 量 摘 要 

人件費 技師（Ｂ） 人 6.00 

技師（Ｃ） 人 5.00 

技術員 人 5.00 

諸雑費 % 8 人件費計に乗ずる値 

※１ 復旧延長は片側 50m を標準とし、50m 増すごとに 20 パーセントを乗ずる。

※２ 両岸の場合には、合計延長を復旧延長とする。

延長補正式 L'/50×0.2+1 
ここで、L'（切上げ）=L-50 

L：復旧延長 

３－１－３ 水中写真撮影 

 ３－１－２の写真資料作成のほか、現地状況によって不可視部分となる護岸基礎工や

落差工について、水中での写真撮影を要する場合に行う。

参 6-11-4
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（１工区あたり）

種 別 細 別 単 位 数 量 摘 要 

人件費 技師（Ｂ） 人 1.00 

技師（Ｃ） 人 0.60 

技術員 人 0.60 

諸雑費 % 15.00 人件費計に乗ずる値 

３－１－４ 空中写真撮影 

 ３－１－２の写真資料作成のほか、対岸から被災箇所を俯瞰する等、現地状況をよ

り分かりやすい写真として取得するため、ドローンを用いた写真撮影を要する場合に

行う。

（１工区あたり）

種 別 細 別 単 位 数 量 摘 要 

人件費 技師（Ｂ） 人 1.00 

技師（Ｃ） 人 1.00 

技術員 人 1.00 

諸雑費 % 30 人件費計に乗ずる値 

３－１－５ 野帳作成 

査定受検時に、災害査定官（立会官）が使用する野帳を作成する。

（５工区あたり）

種 別 細 別 単 位 数 量 摘 要 

人件費 技師（Ｃ） 人 0.50 

技術員 人 1.00 

諸雑費 % 10 人件費計に乗ずる値 

３－１－６ 査定箇所調書作成 

査定受検時に、災害査定随行者等が使用する査定箇所調書を作成する。

（５工区あたり）

種 別 細 別 単 位 数 量 摘 要 

人件費 技師（Ｃ） 人 0.30 

技術員 人 0.60 

諸雑費 % 3 人件費計に乗ずる値 

参 6-11-5
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３－１－７ Ａ・Ｂ表作成 

河川災害において設計根拠となるＡ・Ｂ表を作成する。

（１工区あたり）

種 別 細 別 単 位 数 量 摘 要 

人件費 技師（Ｃ） 人 0.50 

技術員 人 0.50 

諸雑費 % 3 人件費計に乗ずる値 

３－１－８ 査定杭設置 

災害査定実施前に被災箇所の起終点に査定杭（２寸角程度）を設置する。

（６工区あたり）

種 別 細 別 単 位 数 量 摘 要 

人件費 技師（Ｃ） 人 1.00 

技術員 人 1.00 

諸雑費 % 20 人件費計に乗ずる値 

３－２ 査定中補助業務 

査定中補助業務とは、「設計図書加除修正（検算作業含む）」である。なお、査定時に

検算のみの場合には「設計図書加除修正」は計上しない。 

３－２－１ 設計図書加除修正 

 実地検査における災害査定官（立会官）からの指示や意見を踏まえて、査定期間中

に申請図書（図面、数量計算書等）に加除修正を行う。

（１工区あたり）

種 別 細 別 単 位 数 量 摘 要 

人件費 技師（Ｂ） 人 1.50 

技師（Ｃ） 人 0.50 

諸雑費 % 3 人件費計に乗ずる値 

３－３ 査定後補助業務 

（１）査定後補助業務とは、査定後の復旧工事に向けた「実施又は変更実施設計書作成補

助業務等」である。 

（２）実施、又は変更実施設計書作成補助業務単価（直接人件費）は、片岸と両岸の２タ

イプから選定する。なお、道路災害についても、これに準ずる。

（３）両岸とは、左右岸、同形式、同条件の護岸(擁壁)を設計する場合に適用する。

（４）積算に係る設計延長は、査定決定延長とする（四捨五入し 10ｍ単位）。

参 6-11-6
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３－３－１ 護岸（擁壁）等実施設計 

 災害査定後において、査定決定を受けた査定設計書に対して速やかに工事発注を行

う必要があることから、査定設計書に基づいた実施設計書を作成する。

３－３－１－１ 河川災害及び道路災害実施設計書作成業務（片岸） 

（２００ｍあたり）

 職種 

区分 

直接人件費 

主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ） 技師（Ｃ） 技術員 

基本事項の決定 0.3 0.60 0.60 

施工計画 0.6 1.00 1.00 

数量計算 0.30 0.60 1.20 

合 計 0.90 1.90 2.20 1.20 

３－３－１－２ 河川災害及び道路災害実施設計書作成業務（両岸） 

（２００ｍあたり）

 職種 

区分 

直接人件費 

主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ） 技師（Ｃ） 技術員 

基本事項の決定 0.5 1.00 1.00 

施工計画 0.6 1.20 1.20 

数量計算 0.50 1.00 2.00 

合 計 1.10 2.70 3.20 2.00 

参 6-11-7
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参 6-12-1 

第 12 章 電気通信施設設計業務積算基準 

１－１ 適用範囲 

この積算基準は、次の施設に係る設計業務に適用する。 

（１）電気施設

受変電施設、発動発電施設、トンネル防災施設、照明施設、共同溝電気施設

配電線路経路等

（２）通信施設

単信無線施設、テレメータ・警報施設、多重無線施設、光ケーブル経路、反射板

鉄塔、ラジオ再放送設備

（３）情報通信システム

ＣＣＴＶ設備、ヘリコプタ画像伝送システム、道路情報表示設備

１－２ 積算基準 

国土交通省が定める「電気通信施設設計業務積算基準」に準拠する。 
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参 6-13-1 

第 13 章 機械設備設計業務積算基準 

１－１ 適用範囲 

この積算基準は、次の設備に係る設計業務に適用する。 

水門設備、揚排水ポンプ設備（揚排水ポンプ設備、除塵設備）、ダム施工機械設備 

トンネル換気設備、トンネル非常用施設、消融雪設備、道路排水設備、共同溝付帯設

備遠方監視操作制御設備 

１－２ 積算基準 

「土木工事標準積算基準書（国土交通省版Ⅱ）」に定める「機械設備設計業務委託」による。 
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参 6-14-1 

第 14 章 土工の３次元設計データの作成歩掛 

１－１ 適用範囲 

 「LandXML1.2 に準じた３次元設計データ交換標準（案）」（国土交通省、平成 31 年３月）

に基づいて土工の３次元設計データを作成する場合に適用する。 

１－２ 歩掛 

１－２－１ 土工の３次元設計（河川土工） 

(1km 当り) 

細別 

直接人件費 

主任 

技術者 
技師長 

主任 

技師 

技師 

（A） 

技師 

(B) 

技師 

(C) 
技術員 

堤防法面 0.2 0.4 0.6 

横断形状 1.2 1.2 1.6 

地形情報 0.4 0.6 0.8 

照査 0.5 0.5 1.3 

報告書作成 0.5 0.5 0.5 

計 0.5 1.0 3.6 2.7 3.0 

(注)１ 計画堤防面、余盛堤防面以外の横断形状の作成がある場合は別途計上する。 

２ 表面の直接編集がある場合は、技師(A)0.6(人･日)、技師(B)1.0(人･日)を計上する。 

３ 電子計算機使用料は直接人件費の２％を直接経費として計上する。 

４ 作業量の補正にあたっては「設計業務等標準積算基準書第３編第２章第 14 節河川構造物

設計 14-3-4 標準歩掛の補正」の補正係数 K2～K4 に基づき行う。 設計延長に対する補正

は「設計業務等標準積算基準書第３編第２章第２節道路設計標準歩掛 2-3-1（注）７」の設

計延長の補正に基づき行う。 
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参 6-14-2 

１－２－２ 土工の３次元設計（道路土工） 

(1km 当り) 

細別 

直接人件費 

主任 

技術者 
技師長 

主任 

技師 

技師 

（A） 

技師 

(B) 

技師 

(C) 
技術員 

道路中心線 0.2 0.5 0.5 

横断形状 1.0 0.8 1.2 

地形情報 0.2 0.5 0.5 

照査 0.5 0.5 1.0 

報告書作成 0.5 0.5 0.5 

計 0.5 1.0 2.9 2.3 2.2 

(注)１ 道路面、路床面、路体面以外の横断形状の作成がある場合は別途計上する。 

２ 表面の直接編集がある場合は、技師(A)0.6(人･日)、技師(B)1.2(人･日)を計上する。 

３ 電子計算機使用料は直接人件費の２％を直接経費として計上する。 

４ 作業量の補正にあたっては「設計業務等標準積算基準書第３編第２章第２節道路設計標

準歩掛 2-3-1（注）７」の設計延長及び「同 2-3-3（１）～（11）」の標準歩掛の補正に基

づき行う。 
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参 6-15-1 

第 15 章 樋門等詳細設計（耐震性能照査含む）業務標準歩掛 

第１節 積算基準 

１－１ 適用範囲及び留意事項 

（１） 本歩掛は、主に 1 級河川及び 2 級河川の堤防を横断する樋門（計画流量 50m3／s 以

下）の設計に適用する。

（２） 本歩掛は、「設計業務等標準積算基準書」（以下、「標準積算基準書」という）第 3 編第

2 章第 14 節河川構造物設計と適宜組み合わせて使用することを基本とする。

１－２ 業務委託料 

（１） 業務委託料の積算は、「標準積算基準書」第3編第1章「設計業務等積算基準」に準

ずる。

第２節 樋門詳細設計（門柱レス、無動力式ゲート構造）標準歩掛 

２－１ 適用範囲及び留意事項 

（１） 本歩掛は、「標準積算基準書」第 3 編第 2 章第 14 節 14-1-3 樋門詳細設計の構造設計

において、門柱・操作台、巻上機、操作室等の無い門柱レス、無動力式ゲート構造の

樋門に対応するものであり、構造設計（本体工、ゲート工）以外の作業区分・項目に

ついては、「標準積算基準書」に準拠する。

（２） 耐震性能照査（レベル 2 地震動）は含まない。

２－２ 作業区分 

作業区分は以下のとおりとする。 

作業区分 業務内容 

構造設計 

本体工 

（門柱レス構

造） 

躯体工、胸壁、翼壁、水叩き、護床工及び沈下・変位・部材

応力等の計測工について検討し、安定計算・構造計算を行

い、構造詳細図、配筋図等を作成する。 

ゲート工 

（無動力式） 

・無動力式ゲートのうち、各樋門ゲート形式の特性、LCC等を

踏まえ、設置箇所の特性に最も適したゲート形式を選定す

る。

・扉体及び取付部の各部について検討し、ゲートの設計を行

う。
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参 6-15-2 

２－３ 標準歩掛 

（１） 柔構造形式

標準 ＲＣ構造：一連当り断面積２m2以上７m2以下×１連×４０ｍ 

（1箇所当り） 

職種 

区分 

直接人件費 

技師長 主任技師 技師(Ａ) 技師(Ｂ) 技師(Ｃ) 技術員 

構造設計 

本体工 

(門柱レス

構造) 

8.0 13.0 22.0 

ゲート工 

(無動力式) 
3.0 4.0 5.0 

（注）１．電子計算機使用料は、直接人件費の２％を直接経費として計上する。 

２．標準歩掛の補正は、「標準積算基準書」第3編第2章第14節14-1-4標準歩掛の補正

に準拠する。

（２） 剛支持直接基礎

標準 ＲＣ構造：一連当り断面積５m2以下×１連×２スパン 

（1箇所当り） 

職種 

区分 

直接人件費 

技師長 主任技師 技師(Ａ) 技師(Ｂ) 技師(Ｃ) 技術員 

構造設計 

本体工 

(門柱レス

構造) 

2.0 5.0 10.0 15.0 

ゲート工 

(無動力式) 
3.0 4.0 5.0 

（注）１．電子計算機使用料は、直接人件費の２％を直接経費として計上する。 

２．標準歩掛の補正は、「標準積算基準書」第3編第2章第14節14-1-4標準歩掛の補正

に準拠する。
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参 6-15-3 

 

第３節 樋門液状化の判定 標準歩掛 

３－１ 適用範囲及び留意事項 

（１）本歩掛は、「河川構造物の耐震性能照査指針［水管理・国土保全局］」及び「同解説」に

基づき、樋門液状化の判定を行う場合に適用する。 

 

３－２ 作業区分 

作業区分は以下のとおりとする。 

作業区分 業務内容 

基本事項の整理 
地質調査報告書及びその他既往調査資料の内容を把握し、液状化

判定に必要な基本条件等を整理する。 

液状化の判定 
「河川構造物の耐震性能照査指針［水管理・国土保全局］」及び

「同解説」に基づき、樋門液状化の判定を行う。 

 

３－３ 標準歩掛 

（1箇所当り） 

       職種 

区分 

直接人件費 

技師長 主任技師 技師(Ａ) 技師(Ｂ) 技師(Ｃ) 技術員 

基本事項の整理   1.5 2.0 2.5  

液状化の判定   2.0 3.0 4.0 3.0 

（注）１．電子計算機使用料は、直接人件費の２％を直接経費として計上する。 

   ２．断面積、連数、管長、スパン等による歩掛の補正は行わない。 
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参 6-15-4 

第４節 樋門耐震性能照査（レベル２地震動） 標準歩掛 

４－１ 適用範囲及び留意事項 

本歩掛は、「河川構造物の耐震性能照査指針［水管理・国土保全局］」及び「同解説」に

基づき、樋門耐震性能照査（レベル２地震動）を行う場合に適用する。

４－２ 作業区分 

作業区分は以下のとおりとする。 

作業区分 業務内容 

基本事項の整理 
既往調査資料（測量、地質等）の内容を把握し、耐震性能の設

定、レベル2地震動の耐震性能照査に必要な条件等を整理する。 

函渠の照査 

（耐震性能２）※ 

函渠縦断方向を対象として、堤防の耐震性能の照査で用いられ

る静的な変形解析方法により堤体及び基礎地盤の変形を算定

し、函体に生じる曲げモーメント及びせん断力が、それぞれ、

終局曲げモーメント及びせん断耐力以下であるとともに、継手

を有する場合には継手の変位が許容変位以下であることを照査

する。 

函渠の照査 

（耐震性能３）※ 

函渠縦断方向を対象として、堤防の耐震性能の照査で用いられ

る静的な変形解析方法により堤体及び基礎地盤の変形を算定

し、函体に生じる曲げモーメント及びせん断力が、それぞれ、

終局曲げモーメント及びせん断耐力以下であることを照査す

る。 

門柱の照査 

門柱の地震時保有水平耐力が門柱に作用する慣性力を下回らな

いとともに、門柱の残留変位が耐震性能に応じた許容残留変位

以下であることを照査する。固有値解析及び動的照査は含まな

い。（実施する場合は別途協議） 

ゲート(門柱式)の照査 

レベル２地震動により作用する荷重に対し、ゲートの部材に生

じる応力度が地震時の割り増しを考慮した許容応力度以下であ

ることを照査する。 

ゲート(無動力式)の照

査 

レベル２地震動により作用する荷重に対し、ゲートの部材に生

じる応力度が地震時の割り増しを考慮した許容応力度以下であ

ることを照査する。

※耐震性能（2or3）の設定については、令和４年１月１２日付け河第２６１号「樋門等の耐

震設計について（通知）」の別紙を参照 
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参 6-15-5 

４－３ 標準歩掛 

（1箇所当り） 

職種 

区分 

直接人件費 

技師長 主任技師 技師(Ａ) 技師(Ｂ) 技師(Ｃ) 技術員 

基本事項の整理 0.5 2.0 

函渠の照査 

（耐震性能２） 
1.0 2.0 8.0 16.0 

函渠の照査 

（耐震性能３） 
0.5 1.5 6.0 14.0 

門柱の照査 0.5 1.0 3.0 8.0 

ゲート(門柱式)の照査 1.0 2.0 6.0 6.0 

ゲート(無動力式)の照査 2.0 2.0 5.0 

（注）１．電子計算機使用料は、直接人件費の２％を直接経費として計上する。 

 ２．断面積、連数、管長、スパン等による歩掛の補正は行わない。 
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１−１ 適⽤範囲
 この積算基準は、河川内の土砂堆積や支障木繁茂状況などを調査するために、無人航空機を使⽤して動
画の撮影（静止画及び点群データの取得を伴わない）を行う業務に適⽤する。

１−２ 積算基準
１)積算基準

・業務価格は、次の積算方式によって積算するものとする。
 調査業務費 ＝（調査業務価格）＋（消費税相当額）
 調査業務価格 ＝（直接調査費）＋（諸経費）

・諸経費は率により計上するものとし、直接調査費の30％とする。
・調査に係る機械経費、旅費交通費、安全費（交通誘導員に係わるもの）、電子成果品作成費、及び飛行
 許可等の手続き費⽤は諸経費に含むものとする。
・積上げ計算による安全費は設計業務等積算基準書（以下「積算基準書」という）測量編に準じて積算し、
 直接調査費に計上するものとする。
・調査業務価格の端数処理及び業務委託料の変更は、積算基準書に準じ行うものとする。

２)数量算出基準
①箇所数の算出

飛行箇所間の直線距離が概ね１kmを超える場合は別箇所として箇所数を計上する（下図参考）。

②飛行距離（数量）の算出
・業務単位で車両通行区分及び地域区分毎の飛行距離を取りまとめ、0.1km単位（2位四捨五入）で算出
 するものとする。
・飛行距離は⽚道当たりとする。往復飛行が必要な場合は往路＋復路の延べ延⻑を計上すること。

１−３ 直接調査費
  １)現地踏査

現地踏査 単位 測量技師 測量技師補 測量助手 測量補助員 摘要
箇所 0.20               0.20               -                    -                    

２)飛行計画
飛行計画 単位 測量技師 測量技師補 測量助手 測量補助員 摘要

箇所 0.20※ -                    -                    -                    
※既存の飛行データがある場合は0.10とする。

第16章 無人航空機を⽤いた河道状況調査業務 積算基準

飛行箇所①

飛行箇所②

２箇所として計上

参6-16-1
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３)UAV空中撮影
①標準歩掛 単位：人

単位 測量技師 測量技師補 測量助手 測量補助員  障害物見張員
（測量補助員）

km 0.30               - 0.30               0.30               (0.30)※
※現地状況に応じ、障害物見張員として測量補助員を計上するものとする。

障害物見張員は、下記③における地域区分３においては計上することを標準とし、その他の区分では
受発注者協議のうえ必要に応じ計上するものとする。

②歩掛補正について
車両通行区分及び地域区分に応じ、以下により算出した補正係数を標準歩掛に乗じて補正を行う。
補正係数及び補正後の歩掛はともに小数2位止め（3位四捨五入）
  補正係数＝N×α×β（N：標準歩掛における人工数（人））

③補正係数
車両通行区分による補正α

1.0
1.2

沿川に道路や河川管理通路など、ライトバン程度の車両が通行できる通路がある場合

地域区分による補正β
0.8
1.0
1.2

地域区分は、「設計業務等標準積算基準書（参考資料）（山形県県土整備部）」の地域における変化率
適⽤区分によるものとする。なお、土地形状（平地、丘陵地等）は考慮しない。

④UAV空中撮影歩掛の算出
上記①〜③により算出した歩掛は以下のとおりである。
※ 地域区分１、２において障害物見張員が必要な場合は、測量補助員数を２倍して計上すること。
ａ)道路あり、地域区分１ 補正係数： 0.80 （ α=1.0、 β=0.8 ）
UAV空中撮影 単位 測量技師 測量技師補 測量助手 測量補助員 摘要

km 0.24               - 0.24               0.24               

ｂ)道路あり、地域区分２ 補正係数： 1.00 （ α=1.0、 β=1.0 ）
UAV空中撮影 単位 測量技師 測量技師補 測量助手 測量補助員 摘要

km 0.30               - 0.30               0.30               

ｃ)道路あり、地域区分３ 補正係数： 1.20 （ α=1.0、 β=1.2 ）
UAV空中撮影 単位 測量技師 測量技師補 測量助手 測量補助員 摘要

km 0.36               - 0.36               0.72               

UAV空中撮影

３ 森林
２ 耕地・原野
１ 市街地(乙)・都市近郊

道路なし
道路あり

参6-16-2
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ｄ)道路なし、地域区分１ 補正係数： 0.96 （ α=1.2、 β=0.8 ）
UAV空中撮影 単位 測量技師 測量技師補 測量助手 測量補助員 摘要

km 0.29               - 0.29               0.29               

ｅ)道路なし、地域区分２ 補正係数： 1.20 （ α=1.2、 β=1.0 ）
UAV空中撮影 単位 測量技師 測量技師補 測量助手 測量補助員 摘要

km 0.36               - 0.36               0.36               

ｆ)道路なし、地域区分３ 補正係数： 1.44 （ α=1.2、 β=1.2 ）
UAV空中撮影 単位 測量技師 測量技師補 測量助手 測量補助員 摘要

km 0.43               - 0.43               0.86               

４)報告書作成
報告書作成 単位 測量技師 測量技師補 測量助手 測量補助員 摘要

箇所 0.20               0.20               - - 

５)打合せ協議
打合せ協議 単位 測量技師 測量技師補 測量助手 測量補助員 摘要

業務 0.50               0.50               - - 
初回及び納品時打合せの２回分とする。中間打合せが必要な場合は１回あたり測量技師及び測量技師補
を各0.5人追加計上するものとする。
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